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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第30期
第１四半期
連結累計期間

第31期
第１四半期
連結累計期間

第30期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,646,950 1,622,560 6,997,713

経常損失(△) (千円) △116,469 △112,515 △338,870

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純損失(△)

(千円) △122,349 △119,880 △561,149

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △121,447 △117,425 △556,825

純資産額 (千円) 502,787 949,984 1,067,409

総資産額 (千円) 2,994,853 3,153,394 3,512,166

１株当たり四半期(当期)純損失金
額(△)

(円) △22.29 △6.31 △84.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 15.1 28.5 29.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第30期、第31期第１四半期連結累計期間及び第30期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額に

ついては、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)おいて営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 
（継続企業の前提に関する重要事象等）　

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、当第１四半期連結累計期間においても営業

損失を計上しているため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。しかしなが

ら、当第１四半期連結累計期間末において現金及び預金残高は1,973,084千円であり、必要な運転資金を確保してお

ります。また、有利子負債750,905千円（総資産の23.8％）を有しておりますが、遅滞なく返済されており、財務面

に支障はないものと考えております。

さらに、かかる状況を早期に解消又は改善するため、「第２ 事業の状況 ３ 財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析　(3) 継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等」に記載した各施策

を推進することにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、「継続企業の前提に関す

る事項」の記載はしておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(１)経営成績の分析　

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国新政権の動向が未だ不透明であることに加え、対中貿易に

おいても世界経済の上昇に伴うものであり楽観的に見ることができない状況も続き、依然として為替、株式市場への

先行きに対する不確実性・不透明感は漂ったままであります。

当社グループの属するフリーペーパー・フリーマガジン市場においては、プレミアムフライデーのような政府主導

の消費拡大施策が打たれたものの、広告予算増加・消費拡大に対する有意義な影響については断言できない状況が続

き、厳しい経営環境が続いております。

このような経営環境の中、当社は売上計画達成に向け、営業組織体制の強化、家庭ポスティング型フリーペーパー

の媒体力の充実、折込チラシサービスの収益拡大、慢性的な人手不足に対する求人広告事業拡大に加え、社内のコス

ト体質見直しも取り組み続けております。

その結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,622,560千円(前年同期比1.5％減)となりました。利益面

につきましては、営業損失113,857千円(前年同期は133,024千円の損失)、経常損失112,515千円(前年同期は116,469

千円の損失)、親会社株主に帰属する四半期純損失119,880千円(前年同期は122,349千円の損失)となりました。

 
(２)財政状態の分析　

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ358,772千円減少し、3,153,394千円となりまし

た。これは主に現金及び預金の減少236,967千円などによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末に比べ241,346千円減少し、2,203,410千円となりまし

た。これは主に支払手形及び買掛金の減少88,670千円並びに長期借入金の減少76,051千円などによるものでありま

す。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ117,425千円減少し、949,984千円となりまし

た。これは主に利益剰余金が119,880千円減少したものであります。

 
(３)継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等

当社グループには、「第２ 事業の状況 １ 事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような状況が存在しております。

かかる状況を早期に解消又は改善するため、当社では、家庭ポスティング型フリーペーパーの媒体力の充実、新聞

購読者減少に伴う折込チラシサービスの収益拡大、求人倍率の高位安定とパートアルバイト領域の恒常的な人手不足

に対応するための求人広告事業の拡大等に取り組んでまいりましたが、個人消費が本格回復に至らないなか、競合他

社との低価格競争及び他業種との顧客獲得競争の激化等の影響が想定以上に大きかったことが影響し、営業損益の黒

字化には至っておらず、抜本的な経営改革や財務体質の強化が喫緊の課題となっておりました。

このような経営環境を踏まえて、当社は、引き続き上記の業績改善施策を継続すると共に、継続的な事業展開と安

定した収益基盤の整備に必要な資金を一括調達するために、平成29年２月13日、RIZAPグループ株式会社との間で資

本業務提携契約を締結し、同社を引受先とする第三者割当増資（以下「本第三者割当増資」といいます。）を決議

し、平成29年３月31日に本第三者割当増資の払込がなされました。

その結果、当第１四半期連結累計期間末において現金及び預金残高は1,973,084千円であり、必要な運転資金を確

保しております。さらに、有利子負債750,905千円（総資産の23.8％）を有しておりますが、遅滞なく返済されてお

り、財務面に支障はないものと考えております。

また、当社は、平成29年３月29日にRIZAPグループ株式会社と広告出稿業務委託契約を締結しました。これによ

り、RIZAPグループ株式会社及びその子会社からの継続的な受注が見込まれ、安定的な収益を確保することが可能と

なります。

以上のことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、四半期連結財務諸表への注記

は記載しておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 26,000,000

計 26,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,003,115 19,003,115
東京証券取引所
J A S D A Q
(グロース)

単元株式数は100株であ
ります。

計 19,003,115 19,003,115 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 19,003,115 ― 1,026,535 ― 811,033
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　19,002,800 190,028 ―

単元未満株式 315 ― ―

発行済株式総数 19,003,115 ― ―

総株主の議決権 ― 190,028 ―
 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,300株(議決権23個)が含

まれております。

　　２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,210,052 1,973,084

  受取手形及び売掛金 918,558 759,817

  有価証券 100,000 100,000

  仕掛品 10,792 6,622

  原材料及び貯蔵品 2,153 1,804

  その他 62,120 82,961

  貸倒引当金 △20,985 △16,506

  流動資産合計 3,282,692 2,907,783

 固定資産   

  有形固定資産 2,324 3,976

  無形固定資産 358 12,151

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 158,041 159,487

   その他 ※1  98,782 ※1  100,903

   貸倒引当金 △30,032 △30,907

   投資その他の資産合計 226,792 229,483

  固定資産合計 229,474 245,610

 資産合計 3,512,166 3,153,394

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 581,473 492,802

  電子記録債務 511,429 532,492

  短期借入金 49,500 64,000

  1年内返済予定の長期借入金 272,408 267,317

  未払法人税等 31,459 9,814

  賞与引当金 85,076 61,204

  その他 346,514 285,268

  流動負債合計 1,877,860 1,712,899

 固定負債   

  長期借入金 459,316 383,265

  資産除去債務 40,494 40,644

  その他 67,085 66,601

  固定負債合計 566,896 490,511

 負債合計 2,444,756 2,203,410

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,026,535 1,026,535

  資本剰余金 811,033 811,033

  利益剰余金 △826,728 △946,609

  株主資本合計 1,010,840 890,959

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6,949 7,610

  その他の包括利益累計額合計 6,949 7,610

 非支配株主持分 49,619 51,414

 純資産合計 1,067,409 949,984

負債純資産合計 3,512,166 3,153,394
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 1,646,950 1,622,560

売上原価 1,020,018 973,973

売上総利益 626,932 648,586

販売費及び一般管理費 759,956 762,444

営業損失（△） △133,024 △113,857

営業外収益   

 受取利息 12 18

 受取配当金 132 132

 受取手数料 135 100

 違約金収入 1,211 747

 助成金収入 17,457 1,503

 その他 775 1,452

 営業外収益合計 19,724 3,953

営業外費用   

 支払利息 3,012 2,545

 その他 156 66

 営業外費用合計 3,169 2,611

経常損失（△） △116,469 △112,515

税金等調整前四半期純損失（△） △116,469 △112,515

法人税、住民税及び事業税 4,437 5,570

法人税等合計 4,437 5,570

四半期純損失（△） △120,906 △118,085

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,442 1,794

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △122,349 △119,880
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △120,906 △118,085

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △540 660

 その他の包括利益合計 △540 660

四半期包括利益 △121,447 △117,425

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △122,889 △119,220

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,442 1,794
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

　

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

 投資有価証券(株式) 14,500千円 14,500千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

  
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日)

 減価償却費 19,980千円 542千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しています。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しています。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

(1)１株当たり四半期純損失金額(△) △22円29銭 △6円31銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(千円)

△122,349 △119,880

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△122,349 △119,880

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,489,600 19,003,115
 

(注) 前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月８日

株式会社ぱど

取締役会  御中

 

三優監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   野　村　　聡 　 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   増　田　涼　恵   印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ぱどの

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ぱど及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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